
第 6講 操作変数法による政策評価

1 はじめに

人間の活動は相互依存的である。ある意思決定は他の意思決定次第である

ということは、日常的に経験する事実である。このことはミクロ計量経済学

にも当てはまる。すなわち、経済主体毎に集められたミクロデータの多くは

全く偶発的に発生しているものではなく、多かれ少なかれ内生的に決まって

いるものである。

例えば、消費行動を分析する場合には、所得や資産は所与として扱ってい

るが、実際には、労働時間や職業選択、投資計画などを通して所得は内生的

に決まっているものである。また貯蓄は所得と消費の残差として受け身的に

決まっていると考えるより、ある程度、長期的な経済見通しに基づいて主体

的に決めているので、これも内生的に決まっていることになる。ミクロ計量

経済学で推定するモデルの右辺の説明変数が内生である場合に、それを考慮

せずに外生変数として扱うと推定パラメータにバイアスがかかる、より厳密

に言えば一致推定量が得られないということになる。本章ではこの問題にど

のように対処すればいいのかを説明したい。

計量モデルで関心のある説明変数の効果を調べたい時に、それが内生変数

であれば、そのバイアスを調整する必要がある。ではその変数が内生かどう

かはどのように調べればいいのだろうか。後ほど説明するように、統計的に

は内生性検定の方法が提示されており、それを適用すればいいのだが、計量

モデルが依拠しいてる理論モデルからも内生であるのかどうかはある程度見

通しをつけることができる。既に述べたように、ミクロ計量経済学の扱う変

数の多くは内生であると考えて推定方法を工夫すべきなのである。

次に、内生変数を説明する操作変数を選ぶことが必要になるが、これがま

た難問である。後に見るように、適切な操作変数とは本来、推計したいモデ

ルの誤差項とは無相関であり、しかもそのモデルで用いられている内生変数

と強い相関があるような変数でなければならない。計量モデルで扱おうとし

ている経済システムの外の変数で、かつシステム内の内生変数と関係がある

ものとは、いわば無い物ねだりのようなものである。実際、ミクロデータ自

体が特定の経済目的で集められており、そのシステムとは関係のない変数に
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ついて調査項目が入っていることはまれである。それだけに適切な操作変数

を探すのに苦労するのである。また無意味な操作変数を用いることは、追加

的なバイスをもたらすので注意しなければならない。適切な操作変数の選択

に関しては近年その手法が多く開発されており、ここでもできるだけ最新の

ものまで紹介するつもりである。

2 操作変数法の考え方

連立方程式を解いてパラメータを推計するという作業は計量経済学ではよ

く行われている。また経済理論上、経済変数が同時に決定されるということ

もよくある。このような場合には変数の内生性を考慮した推計が必要になる。

操作変数法はそのような問題に対処するための推計方法である1。

操作変数法の最も簡単な説明は次のようなものである。

y = β0 + β1x + u

ここで xが外生変数ではなく、uと相関しているとすれば、次のような関

係が見出される。

Cov(x, u) ̸= 0

この場合、パラメータ β0と β1の推計値は xの内生性のために一致推定に

はならない。そこで、xとは相関しているが、uとは無相関な変数 z を導入

する。

Cov(z, u) = 0

Cov(z, x) ̸= 0

この変数 zに相当するものが内生変数 xに対する操作変数と呼ばれるもの

である。操作変数は次の条件を満たしていることが想定されている。(1)操作
変数 zは誤差項 uと無相関である。(2)zは内生変数 xと相関している。(3)z
と xは強く相関している。

ここで Cov(z, u) = 0を直接テストする方法はないが、Cov(z, x) ̸= 0をテ
ストするには、次の式を推計してパラメータπ1 = 0を検定すればよい。す
なわち、

x = π0 + π1z + v

1操作変数法に関する基本文献は Bowden and Turkington (1984) である。近年、後に説明
するように弱相関問題などを巡って新しい研究が蓄積されている。より詳しくは北村（2009、第
5 章）を参照されたい。
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ここで π1 = Cov(z, x)/V ar(z)であるので、Cov(z, x) ̸= 0が成立するため
には、π1 ̸= 0であることが必要十分条件となるのである。しかし π1 ̸= 0で
あることは必ずしも操作変数が強相関を持つことは意味していない。この問

題については後ほど論じる。

ところで、操作変数を用いた推定式のパラメータは次のように表せる。

β̂IV =
Cov(z, y)
Cov(z, x)

=

n∑
i=1

(zi − z̄)(yi − ȳ)

n∑
i=1

(zi − z̄) (xi − x̄)
=

rzy

rzx

√
y′y√
x′x

β̂0 = ȳ − β̂IV x̄

ここで z = xであれば、推計値は最小二乗法と一致する。上２式が満たさ

れるとすると、操作変数法による推計パラメータは一致推定となる。すなわ

ち p lim(β̂IV ) = β1となる。もし、上２式が満たされない場合は推計パラメー

タは一致推計とはならない。とりわけ、xと uが相関していれば、推計パラ

メータはバイアスを持つ。特に標本数が少ない場合にはかなり大きなバイア

スを持つことが知られている。

２段階最小二乗法（two stage least squared method: 2SLS）は操作変数が
複数あって、内生変数（k）と操作変数（l）の数が必ずしも一致しない（l ≥ k）

場合の推定方法であり、次のように考える。

まず、第１段階では内生変数を操作変数によって回帰する。

x = π0 + π1zi1 + π2zi2 + ωi

推定パラメータを用いて内生変数を予測する。行列式で書くと次のように

表せる。

X̂= Z(Z′Z)−1Z′X

ここで簡便化のために推定パラメータの行列式をPZ= Z(Z′Z)−1Z′と定義
すると、第 2段階での推定パラメータは次のようになる。

β̂2SLS = (X̂′X)−1X̂′y

= {X′Z(Z′Z)−1Z′X}−1{X′Z(Z′Z)−1Z′y}
= (X′PZX)−1X′PZy

β̂2SLS が識別されるためには、Z′Zが l× l非特異行列であり、Z′Xは行列
階数（ランク）kの行列であることが必要条件である。ここで l = kの場合、

2SLSは操作変数法（IV）と一致する。ここでは便宜的に２段階で推定を行っ



政策評価の計量経済学 4

ているように表現しているが、実際には第 1段階と第２段階を同時に推定し
ていることに注意すべきである。すなわち、誤差項は次のように定義される

べきである。

ûi = yi − Xβ̂2SLS

ここでXの代わりに推定された X̂を用いると一致推定量が得られない。上

記の推定パラメータ β̂2SLS の導出式を再確認していただきたい。

3 操作変数法の政策評価への導入

ルービンの因果モデルの考え方と 2値変数の操作変数による推定法2

割り当て d(= 1, 0）を説明する操作変数 z(= 1, 0)が存在し、z = 1であれ
ば得られる割り当て変数は d1、z = 0であれば d0とする。結果変数について

も d = 1であれば y1、d = 0ならば y0 が得られるとする。

d = zd1 + (1 − z)d0

y = dy1 + (1 − d)y0

ここで操作変数の仮定として（∐は独立を表す）

(y0, y1) ∐ z | d, dz ∐ z

すなわち、「割り当て変数を条件付けると潜在的結果変数と操作変数は独

立、操作変数は直接結果変数に影響を与えるのではなく割り当て変数を通し

てのみ影響を与える（除外制約 exclusion restriction)
結果変数に直接影響を与えないような変数を操作変数として選べば、除外

制約は成立する。

割り当てと操作変数の短調性（monotonity）が成立していることが必要。
Imbens and Augrist (1994)は、局所的平均処置効果（local average treat-

ment effect: LATE）を LATE = E(y1 − y0 | d1 = 1, d0 = 0) と定義
した。

これは「操作変数の値と割り当て変数の値が同じになる（z = 0 で d =
0, z = 1で d = 1）」という部分集団における因果効果を意味している。

z = 1の群と z = 0の群での y の期待値の差は、(1)～(3)から次のように
表せる。

2以下は、星野（2009, pp.96-99）からの引用である。
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E(y | z = 1) − E(y | z = 0) = E(dy1 + (1 − d)y0 | z = 1) − E(dy1 + (1 + d)y0 | z = 0)

= E(d1y1 + (1 + d1)y0 | z = 1) − E(d0y1 + (1 − d0)y0 | z = 0)

ここで d1−d0は 1, 0,−1であるが、単調性の仮定から p(d1−d0 = −1) = 0
である。

E(y | z = 1) − E(y | z = 0) = E((d1 − d0)(y1 − y0)

=
∑

a=−1,0,1
aE(y1 − y0 | d1 − d0 = a)p(d1 − d0 = a)

= E(y1 − y0 | d1 − d0 = 1)p(d1 − d0 = 1)

単調性より、d1 − d0 = 1 は d1 = 1, d0 = 0 を表しており、p(d1 − 1) =
p(d1 = 1, d0 = 1) + p(d1 = 1, d0 = 0), p(d0 = 1) = p(d0 = 1, d1 = 1)であ
る。さらに E(d | z = 1) = p(d1 = 1), E(d | z = 0) = p(d0 = 1)より

LATE =
E(y | z = 1) − E(y | z = 0)
E(d | z = 1) − E(d | z = 0)

と表現することができる。

ここで、ȳz = 1を E = 1に割り当てられた群での結果変数の平均 dz=1を
に割り当てられた群で d = 1となる比率
（４）式は

LATE =
ȳz=1 − ȳz=0

d̄z=1 − d̄z=0

と書き換えることができる。これは zが 2値データの場合の操作変数推定量
である。

操作変数推定では「独立変数と相関が高い操作変数を選ぶ」ことが重要で

あるが、両者とも 2値変数の場合に相関が高いということはこの式の分母が
1に近づくということであり、その場合には z で群分けした場合の平均差そ

のものが LATE になる。
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